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道半ばの地方分権「三位一体の改革」
3年間で2割の補助負担金削減 
国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含

む税源配分のあり方を一体として地方分権を話
し合う「三位一体の改革」論議は、6月18日に
経済財政諮問会議で概要が決定した。 
国から地方への補助金（一般会計、特別会計

合せて03年度で20兆4千億円）のうち、06年度
までの3年間で2割の4兆円を削減する。このう
ち、人件費など義務的経費は削減分のほぼ全額、
その他の経費分は8割程度の税源を基幹税を基
本として国から地方に移譲するという内容であ
る。 
 
地方の税収は4割、歳出は6割 
現在の税収を国と地方で比べると、国は56％、

地方は44％と国の方が多いにもかかわらず、実
際の歳出は国が37％、地方が63％と逆転する。 
このため国は税収の一部を自由に使える地方

交付金として地方に回し、さらに補助負担金と
して地方に支出する（図1）。 
国から地方への補助負担金の場合は、国の定
めた基準に沿って地方は事業を策定しなければ
ならない「ひも付き」事業の場合が多く、地方
は補助負担金では地方の実情に見合った政策が
行なえないとして税源の移譲を求めてきた。国
も財政難が深刻化する中で補助負担金とともに
地方交付金の削減を求め、補助負担金、地方交
付金、税源移譲の3点を同時に改革して地方分
権をすすめる三位一体の改革が話し合われてき
た。 
 
03年度の補助負担金は微減 
03年度の国の補助負担金は合計28.5兆円あり、
このうち国から地方への補助負担金は72％の
20.4兆円を占める（表1） 
02年度に特殊法人改革や国の補助負担金削減 
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が一部先行実施されたにもかかわらず、03年度
の国の補助負担金が前年比▲1.6％、▲0.4兆円
減少にとどまっているのは、特殊法人の多くが
独立行政法人となって依然補助負担金を受け取っ
ていることに加え、補助負担金削減の一部先行
実施の対象が、教員人件費のうち共済費などわ
ずかにとどまったためである。 
その共済費等削減についても自治体の支出増

加分は、地方交付税などを通じて最終的には大
半を国が負担しており、実態はほとんど変わっ
ていない。 
 
補助負担金削減の内容までは踏み込まず 
今回の三位一体の改革が実現されれば、国の

補助負担金は06年度までに03年度比▲14％減の
4兆円減少となる。だが問題はその中身である。 
経済財政諮問会議は、今年5月7日に地方分権改
革推進会議が提示した11補助金の見直し案（表
2）を土台に具体的な補助負担金の整理統合を
話し合ってきた。 
しかしどの補助負担金を見直すかという各論

に至ると、既得権益を手放したくない事業官庁
や族議員らが強く反対。さらに税源移譲に反対
する財務省と、地方交付税や補助負担金の先行
削減に反対する総務省の対立が激化し、地方分
権改革推進会議、経済財政諮問会議は分裂した。 
小泉首相の手腕に期待が高まったが、結局は

首相の裁定で各論はほとんど先送りとなり、4
兆円という削減総額だけを決めるにとどまった。 
 
ほど遠い「歳出に見合った財源」 
今回一歩踏み込んで見直しの対象とされたの

は、教員の退職手当、児童手当等にかかる国庫
負担金の取扱いで、04年度予算で結論を得ると
した。しかしほかの補助負担金については多く
が今後検討を行なうと定められた。 
このままではとても「50年に一度の改革」

（片山総務相）とはいえまい。4兆円の補助負担
金削減という総枠だけが決まり、各論に至って
は教員の手当程度しか見直しが進んでいないの
では、国と地方の役割を一から見直すことには
ならない。 
また補助負担金を4兆円削減すると同時に

「地方の財政運営に支障を生じることのないよ
う暫定的に財源措置を講ずる」とも定め、地方
交付税については「地域間の財政力格差を調整
することはなお必要」とその存在意義を再確認
する内容となっている。02年度の特殊法人改革
が独立行政法人化、補助負担金先行削減が地方
交付税、とそれぞれ形を変えて国の援助が存続
していることを考えると、今回の補助負担金削
減も地方交付税に形を変えて、地方財政の国へ
の依存が存続する可能性もある。 
4兆円がそのまま国から地方へ税源移譲され

たとしても税収の割合は国52％、地方48％とな
るにとどまり、実際の歳出割合である国37％、
地方63％にはほど遠い。これを第一歩として、
さらに地方への権限の移譲と財源の移譲を進め
ていく必要がある。 
 
自主財源は支出効率化のインセンティブ 
片山総務相は反発しているが、塩川財務相は

義務的経費について8割程度まで縮減した上で
全額を税源移譲すると説明している。その他の 
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経費は8割程度を税源移譲することと合せて、
地方財政が一層厳しくなることは間違いない。
地方経済の依存度が高い公共事業を含めて、今
後地方予算の削減圧力が高まるだろう。 
一方、4兆円とはいえ国の基幹税源（所得税

等）を地方に移譲することとなったことは、地
方自治体に効率的な予算編成を促すという一定
の効果が期待できる。 
これまで地方自治体は、補助負担金や地方交

付税という形で資金を手にすることができた
ために、それを効率的に使うよりも、余らさずに
使うことに主眼を置いてきたことは否定できな
い。その点から考えると、今回は4兆円の補助 
負担金の削減とともに地方の自主財源となった 

ことにより、いかに資金を効率的に使うか、と
いうインセンティブを地方にもたらす効果が期
待できる。 
具体的な補助負担金の削減については年末に
かけての予算編成で決まってくるであろうが、
今後は、省庁や族議員の政治力によってどの補
助負担金が見直しになるのかが決まるのではな
く、不必要な補助負担金を廃止するとともに、
税源移譲で実際に自治体が効率的な運営と自主
性を発揮できるような形で補助負担金見直しが
行なわれるかどうか、という点が重要になるだ
ろう。 

（名倉賢一） 
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